
熊谷市三世代ふれあい家族住宅取得等応援事業補助金交付要綱  

（目的） 

第１条 この要綱は、親世帯と子世帯が市内に同居し、又は近隣に居

住するため、住宅の新築、購入又は増改築工事に要する費用の一部

を補助することにより、世代間でお互い支えあいながら生活する多

世代家族の形成を推進するとともに、高齢者の孤立防止及び子育て

支援等の家族の 絆
きずな

の再生を図り、もって本市の定住人口の増加及び

地域経済の活性化に資することを目的とする。  

（用語の定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号の定めるところによる。  

⑴ 補助金 熊谷市三世代ふれあい家族住宅取得等応援事業補助金

をいう。 

⑵ 親世帯 子のいずれかの二親等以内の直系尊属であって、住宅

取得後に子世帯が同居若しくは市内で近居する世帯又は増改築工

事後に子世帯と同居する世帯をいう。ただし、介護保険施設、在

宅とされる施設及びこれに準ずる施設に入所し、又は入居してい

る場合を除くものとする。  

⑶ 子世帯 市内の同一世帯内で子供（出産予定であることが母子

手帳等で確認でき、出生後に同居する予定の子供を含む。）と同居

している世帯をいう。  

⑷ 親 子の二親等以内の直系尊属で同居等をする者をいう。  

⑸ 子 子世帯の世帯主又はその配偶者若しくは生計中心者をいう。 

⑹ 同居 親世帯と子世帯が同一の住宅又は同一の若しくは相互に

隣接する敷地内にある二棟以上の住宅に居住することをいう。   

⑺ 近居 直線距離がおおむね１キロメートル以内に親世帯と子世

帯が居住することをいう。  



⑻ 同居等 市内で親世帯と子世帯が同居すること又は近居するこ

とをいう。  

⑼ 増改築工事  同居するために必要な住宅の修繕、改築又は増築

工事をいう。  

（交付対象者）  

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」

という。）は、同居等を行うため、親世帯及び子世帯のうち、新築、

購入及び増改築工事に係る契約を締結した者とする。  

２ 親世帯及び子世帯並びにその世帯員（以下「交付対象世帯員」と

いう。）は、次に掲げる要件のいずれにも該当しなければならない。 

⑴ 補助金の交付を申請する日（以下「申請日」という。）において、

交付対象世帯員全員（出産予定の子供を除く。）が本市の住民基本

台帳に記録されていること。  

⑵ 申請日において、当該住宅の新築、購入及び増改築工事に係る

費用の支払が完了していること。  

⑶ 同居等をする住宅が生活の本拠地であること。  

⑷ 親世帯及び子世帯が同居等を、補助金交付後５年以上継続し、

かつ、補助金の目的を理解し、相互に協力して必要な支援を行う

ことが見込めるものであること。  

⑸ 申請日において、交付対象世帯員のいずれもが、他制度による

公的住宅扶助を受けていないこと。  

⑹ 申請日において、交付対象世帯員に納期限が到来している市税

等（国民健康保険税、介護保険料及び保育料を含む。第１０条第

１項第５号において同じ。）の滞納が無いこと。  

⑺  交付対象世帯員に熊谷市暴力団排除条例（平成２５年条例第２８

号）第２条第２項に規定する暴力団員を含まないこと。  

（交付対象費用）  



第４条 補助金の交付の対象となる費用は、次に掲げるものとする。  

⑴ 同居等をするために、住宅の新築又は住宅の購入に要する費用  

⑵ 同居をするために、交付対象世帯員のいずれかが所有し、かつ、

居住する住宅の増改築工事に要する費用  

２ 前項各号の費用は、消費税及び地方消費税に相当する額を含むも

のとする。  

（住宅の要件）  

第５条 補助金の交付の対象となる住宅は、次に掲げる要件のいずれ

にも該当しなければならない。  

⑴ 交付対象者自ら居住する住宅であること。  

⑵ 交付対象世帯員いずれかの者の所有であって、かつ、所有権の

保存又は移転の登記がされている住宅であること。  

⑶ 削除 

⑷ 増改築工事にあっては、工事に要する費用の合計額（消費税及

び地方消費税に相当する額を含む。）が５００万円以上の契約が締

結された住宅  

⑸ 同居の場合にあっては、親世帯の専用居室が１室以上備えた住

宅であること。  

⑹ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他住宅の建築に

関する法令に適合するものであると認められる住宅であること。  

⑺ この要綱による補助を受けたことのある住宅でないこと。  

（補助金の額）  

第６条 補助金の額については、交付対象費用に１００分の１を乗じ

て得た額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

て得た額）とする。  

２ 補助金の上限は、２０万円（ただし、市内事業者（支店又は営業

所を含む。）との契約に伴う新築、購入及び増改築工事については、



２５万円）とする。  

３ 補助金は、同額の金券で交付するものとする。  

４ 補助金は、当該年度の予算の範囲内で交付するものとする。  

（交付申請）  

第７条 補助金の交付を受けようとするときは、新築及び購入の住宅

にあっては、所有権の保存又は移転の登記がなされた日の翌日から

起算して１年以内に、増改築にあっては工事に要する費用の合計額

（消費税及び地方消費税に相当する額を含む。）が５００万円以上の

契約が締結された日の翌日から起算して１年以内に、熊谷市三世代

ふれあい家族住宅取得等応援事業補助金交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、

市長が認める場合は、書類等の添付を省略することができる。  

⑴ 誓約書及び承諾書（様式第２号） 

⑵ 世帯調査票（様式第３号）  

⑶ 交付対象世帯員全員の続柄が確認できる書類  

⑷ 建物に係る登記事項証明書の写し  

⑸ 同居等をするための住宅の新築、購入及び増改築工事に要した

費用が確認できる書類  

⑹ 同居等をすることとなった住宅の位置図（近居の場合は、それ

ぞれの距離のわかるもの）、写真、配置図及び平面図  

⑺ 建築基準法に基づく検査済証の写し  

⑻ 出産予定の場合にあっては、母子健康手帳の写し  

⑼ その他市長が必要と認める書類  

２ 前項の規定にかかわらず、熊谷市再生エネルギー・省エネルギー

設備設置費補助金、熊谷市スマートハウス補助金及び熊谷市定住人

口増加のための固定資産税等の課税免除の申請手続で同時期に提出

済みの書類については、その写しをもって代えることができる。  



（交付の決定）  

第８条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その

内容を審査し交付の可否を決定するとともに、熊谷市三世代ふれあ

い家族住宅取得等応援事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第

４号）によりその旨を申請者に通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第９条 前条の規定により補助金の交付について決定を受けた者（以

下「補助決定者」という。）は、速やかに熊谷市三世代ふれあい家族

住宅取得等応援事業補助金交付請求書（様式第５号）を市長に提出

しなければならない。  

２ 補助決定者は、当該交付決定の内容に不服があるときは、当該通

知を受けた日から１４日以内に、熊谷市三世代ふれあい家族住宅取

得等応援事業補助金交付申請取下書（様式第６号）を提出すること

により、取り下げることができる。  

３ 市長は、第１項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助

金を交付するものとする。  

（補助金交付の取消し及び返還請求）  

第１０条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認

めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。ただし、市長がやむを得ないと認めた場合は、この限りで

ない。 

⑴ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）、建築基準法その他関係

法令に違反したとき。  

⑵ 偽りその他不正な手段により補助金を受けたとき。  

⑶ 住宅を正当な理由なく自己の居住の目的以外の用途に使用した

とき。 

⑷ 第８条の規定による補助金の交付の決定の日から５年を経過す



る前に、正当な理由なく同居等をやめたとき。  

⑸ 市税等の滞納が発生したとき。  

⑹ 前各号に定めるもののほか、この要綱に違反したとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の全部又は一部を取り消

した場合において、既に補助金が交付されているときは、補助決定

者に対し、期限を定めて返還させることができる。  

３ 市長は、第１項の規定による取消し又は第２項の規定による返還

請求を行う場合には、熊谷市三世代ふれあい家族住宅取得等応援事

業補助金交付取消・返還金決定通知書（様式第７号）により当該取

消しを受けた者に通知するものとする。  

（協力） 

第１１条 補助金の交付を受けようとする者は、当市が行うアンケー

ト調査等に協力するものとする。  

（近居の取扱いの特例）  

第１２条 第２条第７号の規定にかかわらず、交付対象世帯員に、所

有権保存又は移転の登記がなされた日前２年以内に転入した者又は

当該登記がなされた日以後に転入した者が含まれている場合にあっ

ては、親世帯が居住する住宅と子世帯が居住する住宅との直線距離

の如何にかかわらず近居とみなす。ただし、交付対象世帯員に、所

有権保存又は移転の登記がなされた日後に転出し、当該転出後に転

入した者がいる場合はこの限りでない。  

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第７条



の規定は、平成２７年７月１日から施行する。  

（この要綱の失効）  

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。  

附 則 

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２９年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の第７条の規定は、この要綱の施行の日以後の補助金に係

る交付申請について適用し、同日前の補助金に係る交付申請につい

ては、なお従前の例による。  

附 則 

（施行期日）  

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則 

（施行期日）  

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の第７条第２項及び第１２条の規定は、この要綱の施行の

日以後の補助金に係る交付申請について適用し、同日前の補助金に

係る交付申請については、なお従前の例による。  

附 則 

（施行期日）  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則 

（施行期日）  

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  



２ 改正後の第１１条の規定は、この要綱の施行の日以後の補助金に

係る交付申請について適用し、同日前の補助金に係る交付申請につ

いては、なお従前の例による。  

附 則 

（施行期日）  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  


